建設コンサル等　実績評価型

入札公告
次のとおり条件付一般競争入札（実績評価型）を行うので、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の６の規定により公告する。

入札参加者は、この「公告」のほか、「大阪府都市整備部測量・建設コンサルタント等条件付一般競争入札（実績評価型）共通入札説明書」（以下「共通入札説明書」という。）及び「大阪府都市整備部条件付一般競争入札心得（実績評価型）」（以下「入札心得」という。）の内容を遵守するとともに、契約締結に必要な条件を熟知のうえ、入札を行うこと。

令和元年８月２０日　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大阪府富田林土木事務所長　　尾花 英次郎
記

１　発注の内容
	発注年度
	令和元年度

	委託名称
	錦織公園　便所改修工事監理委託その２

	発注事務所
	大阪府富田林土木事務所

所在地：　〒584-0031　富田林市寿町二丁目６番１号
電話番号：　0721－25-1131

	業務種別（受注希望業種）
	建設コンサルタント業務（建築設計・監理、設備設計・監理を含む。）
　　　※『３入札参加資格』の『受注希望業種』を参照

	履行場所
	富田林市錦織地内　外　

	契約期間
	令和２年２月２８日まで

	業務概要
	便所改修工事監理

　便所改修工事監理　　　　　　６棟

	予定価格及び

最低制限価格
	予定価格（消費税及び地方消費税相当額を除く）＝１,９８８,０００円

最低制限価格（消費税及び地方消費税相当額を除く）＝１,５９０,０００円

	支払い条件
	前払金
	なし

	
	部分払
	令和元年度　６回 

	かし担保期間
	なし


２　発注スケジュール

	入札説明書等交付
	交付
	令和元年８月２０日（火）から

	予定価格等の事前公表
	公表
	

	入札参加申込
	申込期間
	令和元年８月２０日（火）午前10時　から　同年８月２１日（水）午後４時まで

＊大阪府の休日に関する条例（平成元年大阪府条例第２号）第２条第１項に規定する府の休日並びに12時15分から13時までの間（以下、「休日等」という。）を除く。

	理由請求(参加資格無し)
	請求期限
	『入札参加資格確認書（理由書）』に記載されています。

	設計図書等の交付
	交付期間
	令和元年８月２０日（火）午前10時　から　同年８月２１日（水）午後４時まで

※休日等を除く。

	設計図書等に対する

質問及び回答
	質問期間
	令和元年８月２２日（木）午前10時　から　同年８月２３日（金）午後４時まで

※休日等を除く。

	
	最終回答日
	令和元年８月２８日（水）

	入　　札
	入札日時
	令和元年８月２９日（木）午前１０時００分


３　入札参加資格

　入札参加者は下記項目をすべて満たしていること。
	入札参加資格
	共通入札説明書で示す参加資格
	すべて満たしていること。

	
	登録業務
	大阪府測量・建設コンサルタント等競争入札参加資格において、「建築設計・監理（一級）」の認定を受けている者であること。

	
	営業所等の所在地
	入札参加資格登録において届け出ている本店の所在地が大阪府内に有する者であること。

	
	配置技術者
	（１）監理形態

　・建築工事は重点監理とする。

　・電気設備工事及び機械設備工事は重点監理とする。

（２）資格

　・主任監督員として、１級建築士の資格を有する者であること。

　・「技師C以上」の業務経験年数を有する監督員を重点監理として現場に配置し、主任監督員がこの監督員を統括指導し工事監理業務を行う場合も可とする。

・電気設備工事及び機械設備工事には、主任監督員を補佐する「技師C以上」の業務経験年数を有する電気設備担当監督員・機械設備担当監督員をそれぞれ１名配置するものとする。ただし、電気設備担当及び機械設備担当の監督員を兼任する場合は、それぞれについて「技師C以上」の業務経験を有する者であること。

※詳細は、交付書類の「工事監理委託特記仕様書」による。

（３）雇用形態

本業務に配置する主任監督員は、入札参加申請時において入札参加者と直接的な雇用関係（※）にあること。なお、建築工事の監督員については事後審査時において入札参加者と直接的な雇用関係（※）にあること。

（※）直接的な雇用関係とは、主任監督員及び建築工事の監督員とその所属する企業との間に第三者の介在する余地のない雇用に関する一定の権利義務関係（賃金、労働時間、雇用、権利構成）が存在することをいう。

	
	委託成績点
	平成３０年度中に完成検査を受けた都市整備部発注業務で、６４点以下の委託成績点を取得していない者であること。なお、組合にあっては、組合及びすべての組合員について、本要件を満たすものであること。

	
	低入札価格調査に
おける失格判定に
関する事項
	本入札の公告日を起算日として過去３ヶ月間に、都市整備部発注業務の一般競争入札に係る低入札価格調査で失格判定を受けていない者であること。なお、組合にあっては、当該組合及びすべての組合員について、本要件を満たす者であること。

	受注希望業種
	　入札参加申請時までに、下記の受注希望業種の登録をしている者であり、かつ、開札時にお

いて、この登録が有効である者であること。

	
	登録年度
	令和元年度（平成３１年度）

	
	登録部局
	大阪府都市整備部・環境農林水産部・住宅まちづくり部（タウン推進局）・

府民文化部（日本万国博覧会記念公園事務所）

	
	受注希望業種
	建設コンサルタント業務（建築設計・監理、設備設計・監理を含む。）

	組合に関する事項
	組合が入札参加申込を行う場合にあっては、その組合員が単体企業として本工事に入札参加申込を行うこと、あるいは組合員の一部が重複する別の組合が入札参加申込を行うことは認めない。


　（注）表中、単体とは単体企業をいい、組合とは官公需適格組合をいう。

【　交付書類一覧表　】

	
	書類名称
	交付方法
	ファイル形式

	入札公告等
	①入札公告
	ホームページからダウンロード
	Microsoft Word

DOC形式
＊口座情報の登録についてのみ
Microsoft Excel
XLS形式

	
	②共通入札説明書
	
	

	
	③条件付一般競争入札（実績評価型）参加申込書
	
	

	
	④契約関係書類
・入札心得

・大阪府暴力団排除条例に基づく事業者からの「誓約書」の提出の徹底について
・口座情報の登録について

・契約書（案）

・ハートフル条例の施行について
	
	

	
	⑤誓約書
	
	

	設計図書等
	1 設計図書類（業務内容により異なります）

・設計書（表紙）

・数量総括表
・特記仕様書

・箇所図

・図面
	発注事務所で資格有の入札参加資格確認書の交付を受けた者に対して電子媒体により交付
	Adobe Acrobat 

PDF形式

※積 算 書 の み

Microsoft Excel

XLS形式

	
	②見積参考資料（業務内容により異なります）

・見積参考資料（表紙）

・積算書
	
	

	
	2 委託費内訳書総括表・委託費内訳書
	
	Microsoft Excel
XLS形式

	
	④設計図書等に関する質問書
	
	

	入札書等
	入札書、委任状
	
	Adobe Acrobat 

PDF形式


※本資料は見積参考資料であり、あくまでも入札参加業者の適正・迅速な見積りに供するため、参考に示した一資料にすぎず、何ら契約上の拘束力を生じるものではありません。このため、履行方法等成果物を完成するために必要な一切の手段については、受注者がその責任において定めるものといたします。業務の実施に当たってはこの趣旨を十分理解し、事故発生等を招かないよう、その防止措置に留意してください。
【　提出書類一覧表　】

１．　入札参加申込時に提出するもの

	書類等名称
	備考

	条件付一般競争入札（実績評価型）参加申込書
	

	過去の委託成績点を確認できる書類（写し）
履行実績を確認できる書類（写し）
	


２．落札者が提出するもの

	書類等名称
	備考

	誓約書
	必ず提出してください（ただし、契約金額が５００万円未満の場合を除く。）


３． 提出先

　　富田林土木事務所　総務・契約課
【入札場所】

大阪府富田林土木事務所

講堂（南河内府民センター ３階）
所在地：　〒５８４－００３１　富田林市寿町二丁目６番１号
電話番号：　０７２１－２５－１１３１
【連絡先・質問書類提出先】

大阪府富田林土木事務所

都市みどり課
所在地：　〒５８４－００３１　富田林市寿町二丁目６番１号
電話番号：　０７２１－２５－１１３１
平成２４年 ３月 ９日
大　　　 阪　　　 府
大阪府暴力団排除条例に基づく事業者からの「誓約書」の提出の徹底について
公共工事等の公金が暴力団等の反社会的勢力の資金源となることのないよう、平成２３年４月１日から大阪府暴力団排除条例が施行されており、公共工事等の受注に際し、大阪府と契約を締結する元請負人及び下請負人等の方は、暴力団員又は暴力団密接関係者でない旨の「誓約書」の提出が必要となっています。
本制度の趣旨を理解され、大阪府と契約を締結する元請負人及び下請負人等の方は、下記のとおり、「誓約書」の提出を徹底してください。
記
１　対　象　　　　契約金額５００万円以上の元請負人及び下請負人等（施工体系図に記載されない資材・原材料等の納入業者を含む。）
２　様　式　　　　別　紙　（元請用、下請用）
３　提出期限　　
・元請負人は、事後審査の段階で、電子入札公告に示す日時までに、府へ提出
・下請負人等については、当該下請契約等を締結する際に、誓約書を元請負人を通じて府へ提出
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
４　誓約書の内容に違反した場合に対する措置
・元請負人が暴力団員又は暴力団密接関係者に該当すると認められた場合は、当該契約を解除して、違約金を徴収
・府の入札参加資格を有する元請負人及び下請負人等は、一定期間（２年又は１年＋改善されるまで）入札参加除外措置を行い、公表
・下請負人等で府の入札参加資格を有していない場合、一定期間（２年又は１年）公表
５　誓約書を提出しない場合に対する措置
　・元請負人が誓約書を提出しない場合は、当該契約を締結しない。
　・府の入札参加資格を有する元請負人及び下請負人等が誓約書を提出しない場合（当該入札参加資格者の下請負人等が提出しない場合を含む。）は、３カ月の入札参加停止
６　誓約違反の措置を適用する範囲
　・誓約書の内容に違反した事実が契約期間中に発生した場合（改善された事実があっても措置する。）
　・誓約書の内容に違反した事実が契約締結前に発生していた場合（ただし、契約までに改善された場合は措置しない。）
７　施行日　　　平成２３年４月１日
（担当課）
	大阪府総務部契約局総務委託物品課監察グループ
　　ＴＥＬ：　０６－６９４４－６２４７


建設工事、測量・建設コンサルタント等業務
の入札参加資格登録をされている皆様へ

                                                                                       （令和元年５月９日修正）
令和元年５月８日

大　　阪　　府 

 

低入札価格調査基準価格等の算定基準の改定について
 

　大阪府では、建設工事及び測量・建設コンサルタント等業務における低入札価格調査基準価格等の算定基準について、下記のとおり改定することとしましたのでお知らせします。

　新しい算定基準は、令和元年５月３１日以降に公告する案件から適用します。

記
(1) 建設工事の低入札価格調査基準価格（最低制限価格）の算定基準の改定
【R元５．３０まで】

　　直接工事費 の　  ９７％

　　共通仮設費 の　  ９０％

　　現場管理費 の　  ９０％

　　一般管理費等の　５５％

　の合計額

　　設定範囲：予定価格算出基礎額の70～90％

【R元５．３１から】

　　直接工事費 の　  ９７％

　　共通仮設費 の　  ９０％

　　現場管理費 の　  ９０％

　　一般管理費等の　５５％

　の合計額

　　設定範囲：予定価格算出基礎額の75～92％
※例外措置：昇降機設備工事、浴槽設備工事及び交通信号機等製作工事は予定価格算出基礎額の70％⇒75％
 

(2) 測量・建設コンサルタント等業務の低入札価格調査基準価格（最低制限価格）の算定基準の改定
	業 務 種 別
	構　成　費　目　ご　と　の　割　合

	測　　量
	直接測量費の

10分の10
	測量調査費の

10分の10
	諸経費の

10分の4.8
	 

	設定範囲：予定価格算出基礎額の60～80％ ⇒　60～82％

	地質調査
	直接調査費の

10分の10
	間接調査費の

10分の９
	解析等調査業務費の

10分の8
	諸経費の

10分の4.5

⇒10分の4.8

	設定範囲：予定価格算出基礎額の2/3～85%


　※令和元年５月３1日以降の公告案件から、太字のとおり改定されます。
　※上記に掲げる以外の業務については変更ありません。

○詳細は「大阪府総務部契約局建設工事予定価格等算定要領」及び「予定価格等のランダム係数処理基準」をご参照ください。 

	【問い合わせ先】
総務部 契約局 総務委託物品課

Tel　06-6941-0351（内線5375）


平成３１年３月１日
大阪府

 

「公共工事設計労務単価」等の適用について
 

　国土交通省より、平成３１年２月２２日付けで新たな「公共工事設計労務単価」及び「設計業務委託等技術者単価」が示されました。

　これに伴い、大阪府が発注する入札については、原則として、下記のとおり新たな「公共工事設計労務単価」及び「設計業務委託等技術者単価」を適用して予定価格を積算することとしましたので、お知らせします。

　詳しくは、下記問い合わせ先のホームページ及び、発注時の入札公告、設計図書等でご確認ください。

 

記

 

○工事請負契約及び委託契約（工事の積算基準による案件のみ）
　平成３１年３月１８日以降に公告する案件から適用

　＊平成３１年３月１７日以前の公告案件のうち、平成３１年３月１日以降に契約を締結する案件については特例措置により対応

 

○測量・建設コンサルタント等業務契約及び委託契約（設計業務委託等技術者単価を使用して積算する案件のみ）
　平成３１年３月１日以降に公告する案件から適用

 
【問い合わせ先】
○都市整備部 事業管理室 技術管理課 技術情報グループ

　　　　　Tel.06-6944-9272　→　詳しくは こちら
○住宅まちづくり部 公共建築室 計画課 推進グループ

　　　　　Tel.06-6210-9782　→　詳しくは こちら
○住宅まちづくり部 タウン推進局 誘致整備課 企画・整備グループ

　　　　　Tel.072-429-9242　→　詳しくは こちら
○環境農林水産部 検査指導課 契約検査グループ

　　　　　Tel.06-6210-9623　→　詳しくは こちら
○教育庁 施設財務課

　　　　　Tel.06-6944-9386　→　詳しくは こちら
○警察本部 施設課 施設係

　　　　　Tel.06-6943-1234（内線22722）→　詳しくは こちら
○府民文化部 日本万国博覧会記念公園事務所

　　　　　Tel.06-6877-3335　→　詳しくは こちら
【受注希望業種】


受注希望業種は令和元年度（平成３１年度）大阪府都市整備部・環境農林水産部・住宅まちづくり部（タウン推進局）・府民文化部（日本万国博覧会記念公園事務所）の建設工事の入札に参加していない場合、一回に限り変更が可能です。


なお、「入札書不着」の場合（辞退届をシステムで提出せずに放置したとき）は、入札に参加したものとして取り扱うので、特に注意すること。


受注希望業種一覧


業種分類�
�
１�
測量調査業務�
�
２�
地質調査業務�
�
３�
建設コンサルタント業務（建築設計・監理、設備設計・監理を含む。）�
�
４�
補償コンサルタント業務�
�
※「受注希望業種」の問合せ先　：　都市整備部事業管理室技術管理課契約管理グループ


電話：０６－６９４４－６０３８


参考：大阪府電子調達システムホームページ


� HYPERLINK "http://www.pref.osaka.lg.jp/keiyaku_2/e-nyuusatsu/e-kenkon-b1-gyoshu.html" �http://www.pref.osaka.lg.jp/keiyaku_2/e-nyuusatsu/e-kenkon-b1-gyoshu.html�
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